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巻末資料１ 

個別研究担当者名簿 

担当分野 所属・役職 氏名 担当期間 

吉川勝秀 H14.4～H15.7 
棚橋通雄 H15.7～H16.3 

研究代表者 

研究総括 

環境研究部長 

福田晴耕 H16.4～H17.3 
下水道研究部長 高橋正宏 H14.4～H17.3 
環境研究官 中村敏一 H15.8～H17.3 

安田佳哉 H14.4～H15.3 

研究項目、研究方針の

検討 

環境研究部河川環境研究室長 

藤田光一 H15.4～H17.3 
安田佳哉 H14.4～H15.3 環境研究部河川環境研究室長 

 藤田光一 H15.4～H17.3 
田中伸治 H14.4～H15.3 環境研究部河川環境研究室研究官 

 小路剛志 H15.4～H17.3 

情報基盤の整備と活

用 

環境研究部緑化生態研究室研究官 百瀬 浩 H14.4～H16.6 
安田佳哉 H14.4～H15.3 環境研究部河川環境研究室長 

 藤田光一 H15.4～H17.3 
大沼克弘 H14.4～H15.3 環境研究部河川環境研究室 

主任研究官 伊藤弘之 H15.4～H17.3 
田中伸治 H14.4～H15.3 

流域圏を対象とした

水物質循環モデル 

環境研究部河川環境研究室研究官 

小路剛志 H15.4～H17.3 
森田弘昭 H14.4～H15.7 下水道研究部下水道研究室長 

 藤生和也 H15.7～H17.3 
那須 基 H14.7～H16.10 

合流式下水道の分布

型汚濁負荷解析モデ

ル 下水道研究部下水道研究室 

主任研究官 管谷悌治 H16.10～H17.3 
藤原宣夫 H14.4～H16.9 環境研究部緑化生態研究室長 

松江正彦 H16.10～H17.3 
石曽根敦子 H14.4～H15.3 
百瀬 浩 H14.4～H16.6 

環境研究部緑化生態研究室研究官 

佐伯 緑 H16.7～H17.3 
環境研究部緑化生態研究室研究員 長濵庸介 H15.4～H17.3 

陸域生態系予測モデ

ルの開発 

環境研究部緑化生態研究室 

招聘研究員 

大村 径 

 

H16.9～H17.3 

環境研究部河川環境研究室長 藤田光一 H15.4～H17.3 
環境研究部河川環境研究室 

主任研究官 

伊藤弘之 H15.4～H17.3 
水域生態系予測モデ

ルの開発 

環境研究部河川環境研究室研究員 藤井都弥子 H15.4～H17.3 
中島英一郎 H14.4～H16.3 下水道研究部下水処理研究室長 

南山瑞彦 H16.4～H17.3 
田隝 淳 H14.4～H16.3 

環境ホルモン等の効

率的なオゾン処理技

術の開発 下水道研究部下水処理研究室 

主任研究官 平山孝浩 H16.4～H17.3 
環境研究部道路環境研究室長 並河良治 H14.4～H17.3 

松下雅行 H14.4～H15.3 
保水性舗装・雨水貯留

技術の開発 環境研究部道路環境研究室研究官 

小柴 剛 H15.4～H17.3 
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藤原宣夫 H14.4～H16.9 環境研究部緑化生態研究室長 

 松江正彦 H16.10～H17.3 
石曽根敦子 H14.4～H15.3 
百瀬 浩 H14.4～H16.6 

環境研究部緑化生態研究室研究官 

 

 佐伯 緑 H16.7～H17.3 

エコロジカルネット

ワーク保全・回復の計

画・設計技術の開発 

環境研究部緑化生態研究室研究員 長濵庸介 H15.4～H17.3 

環境研究部道路環境研究室長 並河良治 H14.4～H17.3 
環境研究部道路環境研究室 

主任研究官 

曽根真理 H14.10～H17.3 
社会一体型施策立案

手法の提案 

環境研究部道路環境研究室研究官 桑原正明 H14.4～H16.3 
環境研究部河川環境研究室長 藤田光一 H15.4～H17.3 地域との協働による

自然共生型社会の実

践 

環境研究部河川環境研究室 

主任研究官 

伊藤弘之 H15.4～H17.3 

環境研究部河川環境研究室長 藤田光一 H15.4～H17.3 
環境研究部河川環境研究室 

主任研究官 

伊藤弘之 H15.4～H17.3 
自然共生型国土形成

シナリオの検討 

環境研究部河川環境研究室研究官 小路剛志 H15.4～H17.3 
 

なお、本文第１章の「1.2.2都市地域計画としての流域圏計画」、第３章の個別研究成
果における「3.1.2流域圏診断技術の開発」、「3.4.3都市再生における景観・制度の分析」、
第４章の「4.3水と緑からの都市再生シナリオの検討」については、委託研究「自然共
生型流域圏の再生に向けた都市の水・緑・環境インフラに関する研究」（代表：石川幹

子慶應義塾大学環境情報学部教授、小林正美明治大学理工学部教授、小林博人慶應義塾

大学環境情報学部講師）による研究成果に基づいている。 
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巻末資料２ 

外部発表リスト 

 
本研究の成果は、学会等の外部機関に対して情報発信するとともに、自然共生型国土

の実現に向けた政策等への反映を行っている。これらの概要を以下に示す。 
 
（自然共生型国土に関する理念など研究全般） 
○自然共生型流域圏・都市の再生に関する研究，国総研アニュアルレポート，2002年. 河
川環境研究室，安田 
○「自然共生型流域圏・都市の再生」について，水循環 貯留と浸透，2002年. 環境研
究部，吉川，大沼 
○都市環境の再生，国総研アニュアルレポート，2003 年.環境研究部，吉川，安田，田
中  
○「自然共生型流域圏・都市の再生」について，土木技術資料 45巻 5号，2003年. 環
境研究部，吉川 
○自然共生型流域圏・都市の再生，国土交通省国土技術研究会，2003 年.河川環境研究
室，小路 
○自然共生型流域圏・都市再生を目指して，平成 15年度国土技術政策総合研究所講演
会講演集，2003年.環境研究部，中村 
○環境と国土，ダム技術， 2004年. 環境研究部，棚橋 
○WATERSHED/URBAN REGENERATION IN ACCORD WITH NATURE, The 
Asian Civil Engineering Coordination Council, Proceedings of the third civil 
engineering conference in the Asian region, 2004年. 河川環境研究室，藤田 
○自然共生型の流域圏再生－その実行に向けて，雑誌「河川」，2004 年. 河川環境研究
室，藤田 
○「自然共生型流域圏・都市の再生」について，建設マネジメント技術，2004年. 環境
研究部，福田 
○流域・水環境の視点からの都市再生，公園緑地都市環境と水と緑のネットワーク，2004
年. 河川環境研究室，藤田 
○自然との対話という切り口からの「美しい国土」の再生，国総研アニュアルレポート，

2005年. 河川環境研究室，藤田，伊藤，小路 
○自然共生型国土基盤整備技術の開発，建設技術研究開発平成 16年度成果発表会，2005
年. 河川環境研究室，藤田 
○自然と共生する国土の再構築のためのプロセスと技術研究，土木技術資料 48巻 1号，
2006年. 環境研究部，福田，藤田，伊藤，小路  
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（情報基盤の整備） 
○基盤情報の GIS 化と統合アプリケーションの開発，土木技術資料 45 巻 5 号，2003
年. 環境研究部，田中，百瀬，吉川，藤田 
○基盤情報と GIS を活用した環境の解析／評価に関する研究，SCIENCE & 
TECHNONEWS TSUKUBA68号，2003年.緑化生態研究室，百瀬 
○自然共生型流域圏・都市再生のための基盤 GIS情報「コモンデータベース」の作成に
ついて，土木学会誌，2003 年.環境研究部，吉川勝秀，奥山祥司，百瀬浩 
○河川環境分野における GIS活用の意義と課題，環境アセスメント学会誌，2003年. 河
川環境研究室，藤田 

 
（流域圏・都市管理モデルの構築） 
○湖沼流域管理のための総合的な水循環・物質環境モデルの構築，水工学論文集，2003
年. 河川環境研究室，辻倉，安倍，大八木，田中 
○流域を単位とした水循環・物質循環モデルの開発，土木技術資料 45巻 5号，2003年. 
河川環境研究室，安田，藤田，大沼，田中，鈴木，辻倉 
○GIS、流域水物質循環モデルを活用した水政策検討，土木技術資料 46巻 7号，2004
年. 河川環境研究室，藤田，伊藤，小路，安間 
○水環境問題解決への水物質循環モデル適用の試みとその課題，土木学会水工学委員会

河川部会，河川技術論文集，2005年. 河川環境研究室，藤田，伊藤，小路，安間 
○陸域と水域を一体的に扱う水物質循環モデルを用いた施策検討の試み，沿岸環境関連

学会連絡協議会，第 13回ジョイントシンポジウム，2005年. 河川環境研究室，藤田 
○流域水物質循環モデルを用いた東京湾と流入河川における水質変遷再現について，水

工学論文集，2006年. 河川環境研究室、安間，小路，伊藤，藤田 
 
○都市の水循環における雨天時汚濁負荷流出減少の影響解析，土木技術資料，2003年.
下水道研究室，森田 

○合流式下水道における大腸菌群の雨天時流出特性に関する研究，第 40回下水道研究
発表会講演集 2003年.下水道研究室，那須，山田，森田 
○合流式下水道からの雨天時汚濁負荷流出現象の影響解析，第 11回衛生工学シンポジ
ウム論文集，2003年.下水道研究室，山田，那須，藤生 
○合流式下水道からの汚濁負荷流出解析について，第 41回下水道研究発表会講演集，
2004年.下水道研究室，山田，那須，藤生 
○A Study of Distributed Model of Urban Runoff Loads，大韓上下水道学会・韓国水
環境学会 2004年共同秋季学術発表会論文集，2004年.下水道研究室，山田，那須，藤
生 

○分布型汚濁負荷流出解析モデルについて，第 39回日本水環境学会年会講演集，2005
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年.下水道研究室，山田，那須，藤生 

 

○広域的な生態系予測手法の開発，土木技術資料 45巻 5号，2003年.緑化生態研究室，
百瀬，藤原 
○国土情報基盤を活用した環境影響評価と希少猛禽類の保全，環境アセスメント学会誌

号，2003年.緑化生態研究室，百瀬 
○都市環境の広域的評価の指標種としてのシジュウカラ生息分布予測モデル，ランドス

ケープ研究 67巻 5号，2004年.緑化生態研究室，百瀬，伊勢，橋本，森本，藤原 
○農村地域の谷津におけるゲンジボタル成虫の個体数と土地被覆との関係，ランドスケ

ープ研究 67巻 5号，2004年.緑化生態研究室，澤田，加藤，樋口，百瀬，藤原 
○自然共生型国土基盤整備技術の開発，国土技術政策総合研究所資料第 221号（国土
技術政策総合研究所緑化生態研究室報告書第 19集），2004年.緑化生態研究室，藤原，
百瀬，長濵 

○サシバ（Butastur indicus）の営巣場所数に影響する環境要因，ランドスケープ研究
68巻 5号，2005年.緑化生態研究室，百瀬，植田，藤原，内山，石坂，森崎，松江 
○衛星画像より作成した土地被覆分類図を用いた鳥類分布モデルの構築，ランドスケー

プ研究 68巻 5号，2005年.緑化生態研究室，鵜川，岡崎，加藤，百瀬，藤原，松江 
○自然共生型国土基盤整備技術の開発，国土技術政策総合研究所資料第 276 号（国土
技術政策総合研究所緑化生態研究室報告書第 20 集），2005 年.緑化生態研究室，松江，
佐伯，長濵，大村 
 
（環境再生技術の開発） 
○流域におけるエコロジカルネットワークの保全・回復計画技術の開発，土木技術資料

45巻 5号，2003年.緑化生態研究室，石曽根，百瀬，藤原 
○エコロジカルネットワーク計画のための生息地予測モデルとシナリオ分析の検討，土

木技術資料 48巻 1号，2006年. 緑化生態研究室，長濱，佐伯，松江，大村 
 
○貯留・浸透した雨水等を活用した熱環境改善システムの開発，土木技術資料 45 巻 5
号，2003年.道路環境研究室，松下，水野，山本，並河 
○舗装体への雨水貯留による持続性のある保水性舗装の開発，土木技術資料 48巻 1号，
2006年.道路環境研究室，並河 
○都市型水害及びヒートアイランド緩和に効果を発揮する舗装の開発，水循環 貯留と

浸透，2005年. 道路環境研究室，並河，小柴 
○A small scale field experiment of continuous water retaining pavement system、
International workshop on rainwater and reclaimed water for urban sustainable 
water use, 2005年.道路環境研究室，並河 
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○オゾン処理による効率的な微量環境汚染物質の除去に関する研究，土木技術資料 45
巻 10号，2003年．下水処理研究室 田隝，中島 
○オゾン処理による内分泌かく乱物質等の効率的除去，第 42回下水道研究発表会講演
集，2005年．下水処理研究室 平山，田隝，南山 
○水循環の健全化のための下水道システムの改善，土木技術資料 48巻 1号，2006年.
下水道研究部，管谷，平山，藤生，南山 
 
（政策シナリオの実践への支援技術の開発） 
○都市熱環境改善施策の社会受容性向上へむけて，土木技術資料 45巻 5号，2003年.
道路環境研究室，桑原，曽根，並河 
○ヒートアイランド現象緩和を対象とした社会一体型施策実現に向けた研究，土木学会，

土木計画学研究発表会研究・講演集，2004年.道路環境研究室，曽根，並河，水野 
○ヒートアイランド現象対策をケーススタディとした社会一体型施策に関する研究，土

木学会，第 59回年次学術講演会，2004年.道路環境研究室，曽根，並河，水野 
○みんなで取り組むヒートアイランド対策，国土技術政策総合研究所資料第 243号，
2004年.道路環境研究室，曽根，並河，水野 
○ヒートアイランド現象緩和に向けた社会一体型施策の実施方策，土木技術資料 47巻
5号，2005年.道路環境研究室，水野，曽根，並河 
○ヒートアイランド現象緩和に向けた社会一体型施策の実施方策、第 26回日本道路会
議論文集，2005年、道路環境研究室，足立，曽根，並河 
○ヒートアイランド現象緩和を対象とした社会一体型施策の実施方策，土木学会，第

33回環境システム研究論文発表会，2005年.道路環境研究室，曽根，並河，水野 
 
（自然共生型国土形成シナリオの検討） 
○自然共生型流域圏再生のための東京湾とその流域における政策シナリオの検討，土木

学会，第 33回環境システム研究論文発表会，2005年.環境研究部，福田，藤田，伊藤，
長野，小路，安間 
○水物質循環の健全化を軸にした環境再生，平成 17年度国土技術政策総合研究所講演
会講演集，2005年.環境研究部，福田 
○GISを活用したシミュレーションモデルによる流域圏再生シナリオの検討，土木技術
資料 48巻 1号，2006年. 河川環境研究室，藤田，伊藤，小路，安間 
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巻末資料３ 

流域圏・都市における現状の課題と解決のための方策 

 
次ページからの資料は、自然共生型流域圏・都市再生イニシアティブ報告書編集会議

においてイニシアティブに関連する研究機関（産業技術総合研究所、国立保健医療科学

院、農業工学研究所等農林水産省関係研究機関、国土技術政策総合研究所、国立環境研

究所）と内閣府との議論を踏まえてとりまとめられたものである。以下の資料は、自然

共生型流域圏・都市再生イニシアティブ報告書（内閣府総合科学技術会議）の巻末資料

を転載したものである。 



流域圏・都市における現状の課題と解決のための方策（エリア別） 
地 域 自然共生の視点 現状の課題と将来における懸念 課題を解決するための方策 

水循環 ・森林の荒廃・管理低下により、森林域の水源涵養機能が損なわれ、洪水到達時間の

短縮化、洪水ピークの増加及び平常時流量の減少等が生じている。このため、森林域

の保全、森林管理の強化を図る必要がある。 

 

・森林の水源涵養機構を解明した上で、水源涵養機能を維持、強化するための森林施業・

管理法の開発し、適切な森林管理を実施する。 

・水源税等の森林管理を経済的に支援する制度、森林産業を再生する制度、国民が森林管

理に参加できる仕組み等を整備する。 

大気 ・大気中のCO2の増加による地球温暖化が懸念されている。このため、森林の機能を

活用してCO2を吸収・固定する必要がある。 

・生物活動起原ハロゲン化メチルによる地球温暖化が問題である。有効な対策を行う

ためには発生メカニズムの解明が必要である。 

・森林のCO2吸収・固定量の評価とその持続的機能発揮等、大気－森林系における生理・生

態系を通じた諸機能保全のための好ましい森林施業・管理技術の開発を行い、適切な森林

管理を行う。 

・生物活動起原のハロゲン化メチル、特にヨウ化メチルについて地球規模での放散量を推

定し、発生メカニズムを解明する。 

物質循環 ・森林の荒廃・管理低下により、森林の持つ水質浄化機能が損なわれ、濁水、水質中

の栄養物質の混入等が生じている。 

・酸性雨による森林土壌の酸性化が問題である。反応機構を解明し、これに基づく対

策が必要である。 

・森林生態系における物質収支を把握した上で、水質浄化機能を維持、強化するための森

林施業・管理手法を開発する。 

・水源林の確保が水道原水の水質保全に及ぼす効果を解明し、水源地域の新たな規制手法

を開発する。 

・土壌から溶脱するイオン、非イオン性物質の計測法を開発し、土壌酸性化防止対策技術

の基盤とする。 

エネルギー ・化石エネルギ－の代替エネルギ－としての自然エネルギ－の効率的で、持続的・循

環型利活用が求められている。 

・森林等のバイオマスエネルギ－の効率的システムの開発とその普及活用制度及び支援制

度を整備する。 

生態系 ・森林の荒廃・管理低下、単一樹種化により、生物の多様な生息・生育環境が縮小ま

たは分断されており、多様な森林環境の保全・再生、生息場を繋ぐネットワークの再

生が必要である。 

・移入種の拡大等により、森林生態系の攪乱、多様性の低下を来しており、移入種対

策が必要である。 

・水源税等の森林管理を経済的に支援する制度、森林産業を再生する制度、国民が森林管

理に参加できる仕組み等を整備する。 

・多様な森林生態系、生物多様性を維持、保全し、また失われた生態系・多様性を回復す

る森林施業・管理技術を開発する。 

森林 

人間活動 

 

・過疎化が深刻化し、コミュニティーの機能が確保できず、生活環境に支障を及ぼす

恐れがある。また、地方都市でも自然との関わりが薄れ、人々のストレスが増してい

る。このため、都市の人々が森林や里山管理に参加したり、子どもたちが自然を体験

する機会を増やし、また林業等地場産業を支えたり、新しい産業を興し地域振興を図

る必要がある。 

・直接支払い制度や環境税等の経済的支援制度、環境教育や都市山村交流・森林セラピー

や里山整備など国民が森林に直接関与できる制度、森林産業を再生・新興する制度や仕組

み等を整備する。 

農業地

域 

水循環 ・水田には水貯留機能、洪水防止機能、地下水涵養機能等があるが、これらの機能の

活用が不十分である。 

・水田の水循環にかかわる多面的機能の評価を行い、水資源の有効利用と多面的機能の向

上を図る水利システムを構築する。 

 大気 ・窒素肥料の過剰な施用によって温室効果ガスの亜酸化窒素が農地から排出されてい

る。 

・窒素肥料の適正施用、施肥量の削減をねらいとして環境保全型農業を推進する。 

 物質循環 ・過剰な化学肥料と家畜糞尿の投入は、栄養物質の流域への流出を招き、水質悪化の

要因となっている。このため、それら投入量の適正化又は水利システムの改変等によ

る栄養物質の流出防止を行う必要がある。 

・畜産施設周辺では家畜し尿による水質汚染（有機物汚染、アンモニア汚染、硝酸性

窒素汚染、クリプト等病原性原虫汚染）が生じており、それらの適切な処理が必要で

ある。 

・一方で、農林地の水保全・水質浄化機能は大きいとも評価されており、このような

機能を維持、強化できるような農地管理を行う必要がある。 

・生活排水等の影響により、安全な農業用水の確保が困難になっており、河川等の水

質対策が必要である。 

・各種農薬類の散布により、各地の水道原水中に農薬が検出され、健康被害が懸念さ

れている。 

・化学肥料と家畜糞尿の農地への適正還元に対する規制を徹底し、それらの投入量を削減

するための環境保全型農業を推進する 

・環境保全型農業を支援する制度（エコマーク、助成制度等）を構築する。 

・家畜糞尿処理に対する規制の徹底、農地への適正還元、バイオマス活用等循環型利用を

行う。 

・地域内のバイオマス資源の経済的な利用を可能にする小規模有機物循環基盤の整備 

・種々の農地や農業付帯地が有する固有の水質浄化機能を組み合わせた、土地利用連鎖系

の活用によって、農業排水を浄化する。 

・水質保全型農業水利システムの構築により、水循環の適正化と水質浄化を図る。 

・下水道未整備地区における生活排水処理を図る。 

・病原性原虫を多量に排出する家畜（特に子牛・子豚）の糞尿の適正処分を図る。 

・各流域内における農薬の使用種・使用量・使用時期・使用場所を正確に把握し、水道水

質管理における活用を図る。 

 エネルギー ・農産廃棄物、家畜糞尿の処理に多くのエネルギーを消費している。 ・バイオガスプラント等により廃棄有機物からエネルギーを生産する。 

 生態系 ・河川と用排水路、用排水路と水田の分断により、生息場の連続性がなくなり、稚魚・

仔魚等の生息・生育場が失われた。 

・農業が育んできた多様な生物が、農業形態の変化とともに減少しつつある。とくに、

農業後継者の減少に伴う耕作放棄地の増加は、それらの生物を保全するために大きな

障害になりつつある。 

・水田やその周辺の水辺環境は貴重な生物生息地として機能しており、生物多様性条

約（ラムサール条約等）の履行に貢献している。 

・生産性向上を目的とした水田基盤や農業水利システムの近代化により、生物生息地

が減少し、水田生態系の生物多様性が低下している。 

・流出農薬による水生生物への悪影響を防止するために、農薬取締法が改正された。 

・種々の農地と農業付帯地（周辺の水辺、湿地等）を適正に配置し、農村環境に生息する

生物の生息地を確保するための土地利用計画法を整備する。 

・生物の永続的な生存を確保するために、移動経路となる生息地ネットワーク等の生態的

インフラストラクチャー、生息地ネットワークとしての水利システムを整備する。 

・農薬使用の生態系影響に関するリスク評価およびリスク管理体制を確立する。 

 人間活動 ・過疎化が深刻化し、コミュニティーの機能が低下している。このため、集落の集約

化と、省力的又は粗放的農地管理が必要である。 

・伝統的農村景観の喪失が進んでいる。 

・ 農村集落の集約・拠点化、耕作地の粗放的管理 

・ 農村と都市の交流を促進し、グリーンツーリズム等に関連した新たな産業の創出 

・ 景観法が制定された。豊かな自然に裏打ちされた農村景観の再生を推進する。 

都市域 水循環 ・都市域の不浸透化による地下水の減少、大雨時の都市型洪水の増加が生じている。

このため、都市内の地表の浸透性を回復する必要がある。 

・緑地・オープンスペース等の整備 

・保水性・浸透性を有する舗装整備による都市内の浸透性の回復 

 大気 ・自動車の排ガス、産業活動、廃棄物の消却等により大量の汚染物質や地球温暖化ガ

スが発生している。このため、汚染物質の発生量の抑制や拡散を促す構造が必要であ

る。 

・ディーゼル車排出ガスを主因とした局地汚染が問題となっている。 

・交通抑制型の都市構造の構築（コンパクト化、インテリジェント化） 

・クリーンエネルギー、効率の高い動力源の開発 

・廃棄物の適正な処理 

・産業活動のため特定の住宅地近辺に交通が集中して発生する大気汚染諸対策のため、数

値モデルを導入した評価手法を開発する。 

 物質循環 ・市街地土壌汚染（油分, VOCs）の評価法がなく管理体制の整備が困難である。 

・難分解性有害物質の処理に多大なコストを要している。難分解性有害物質の高効率

分解による処理水の再資源化が必要である。 

・河川等の水質が悪化しており、安全な水道水が確保できない。このため、水質の改

善と良好な水質を得るための水供給システムが必要。 

・微量有害物質や病原性微生物による水質リスクが問題となっており、水系のリスク

管理が必要。・都市排水からの汚濁負荷の流出が水質汚濁の原因となっており、都市

排水の処理や排水量の抑制が必要である。 

・合流式下水道からの雨天時汚濁の流出が問題となっており、合流式下水道の改善が

必要である。 

・不法投棄物による土壌汚染、地下水汚染が問題となっており、不法投棄の規制、土

壌、地下水の浄化が必要である。 

・油分など、新たな規制物質に対する土壌汚染問題の合理的な評価・管理手法を確立する。 

・難分解性有害物質の高効率分解を目標に、オゾンによる生物分解性向上機能を活用した

処理システムを確立し、処理水の再資源化ならびに都市域での水環境浄化技術を開発する。 

・用途を考慮した取排水系統の見直し 

・水利用形態に応じた分散型排水処理システム等の水のリサイクルシステムの構築 

・微量有害物質や病原性微生物等の水系リスクマネジメントの手法の確立 

・ライフスタイルの転換による生活汚濁負荷の削減 

・都市排水の高度処理による汚濁負荷低減 

・貯留浸透等の雨水流出抑制や雨天時流出水の処理等の合流式下水道の改善 

・地域内のバイオマス資源の経済的な利用を可能にする小規模有機物循環基盤の整備 

・流域での有機物質循環を推進する循環型都市再生地区，循環型産業地区（エコインダス

トリアルパーク）の拠点整備 



・排水処理にともない発生する大量の汚泥が問題となっている。汚泥削減と資源リサ

イクルを可能にする水処理技術の開発が必要である。 

・まとまった水量を確保するため都市排水の影響を受けた下流域での取水が一般化し

ており、平常時において水質上問題が多いのみならず、突発的な汚染事故も生じやす

い状況にある。 

・汚泥の発生量が少ない水処理剤を開発するとともに、汚泥の有効利用技術、有価物回収

技術を確立する。 

 エネルギー ・都市ヒートアイランドが問題となっており評価手法および新しい地域エネルギーシ

ステムの開発が必要である。 

・都市排熱の増大と都市の不浸透化によるヒートアイランド現象が問題となってお

り、都市排熱の抑制、排熱を速やかに拡散できる都市構造が必要である。 

・埋め立てなどにより都市と海水面との距離が増大した。このため、海陸風による都

市内熱循環が弱まり、ヒートアイランド化を促した。 

（省エネルギー構造） 

・都市のコンパクト化、公共交通機関の整備、インテリジェント化による自動車利用の抑

制 

・コジェネレーションなどの省エネルギーシステムの効果的な導入 

・下水排熱等の未利用エネルギーの活用 

・ライフスタイルの転換による空調、家電エネルギー消費の抑制 

・都市気候・エネルギー連成モデルにより、夏季高温化対策、LCA、地球温暖化の観点から

総合的に評価する手法を開発し、コジェネレーションシなどの省エネルギーシステムの整

備を行う。 

（都市熱の拡散促進） 

・都市のコンパクト化に伴う緑地、オープンスペースの確保、 

・保水性・浸透性舗装や散水による都市内気温の抑制 

・海から都市へと通り抜けるかぜの道の確保。都市内河川・埋立地背後などでの運河・都

市近郊の湿地や遊水地など水面の確保。 

 生態系 ・計画的開発事業を含む郊外部の住宅地の拡大、市街化区域内農地の宅地化による都

市域における生物生息域の縮小、生物生態系ネットワークの機能低下が生じており、

生物の多様性が低下している。このため、生息場の確保、ネットワークの保全・再生

が必要である。 

・拠点的な緑地となりうる、大規模公園、河川沿いの公園緑地での地域の生物生息特性を

生かしたビオトープ空間としての整備を進める。 

・生物生態空間の連結性を高めるためには、生態的な「飛び石」となる空間的なポテンシ

ャルを持つ学校や小規模の都市公園、下水道施設などのビオトープ空間としての整備を進

めるとともに、街路樹や河川空間、屋上・壁面緑化施設についてもネットワーク性を考慮

して重点的に整備を進める。 

 人間活動 ・都市機能の拡散により、生活移動距離が大きくなっており、利便性が損なわれると

ともに、自動車依存型の生活様式となっている。また、将来的に広範囲に点在する社

会資本を全て適切に維持・管理することは困難である。生活圏をコンパクトにまとめ、

利便性の高い街を作る必要がある。 

・都市内の緑地・水辺及びそれらに対するアクセスが十分確保されておらず、都市内

の憩いの場が不足。このため、都市機能と調和した形で、緑地等オープンスペースや

アクセスの確保を行う必要。 

・高齢者の生きがいの場、子供の自然教育の場が必要。 

・都市のコンパクト化と人口の収容により、自動車を必要としないコンパクトで便利な生

活圏を形成。その結果生じた余剰地に緑地、湿地、水辺等を確保 

・水辺、緑地等開発に係わる民間投資・土地利用の誘導・規制とアクセスの確保 

・森林等国土管理への都市住民の参加を促す制度・しくみの整備。 

水循環 ・有害藻類による湖沼汚染が問題となっている。栄養塩類、生物群集の動態解析と修

復効果の評価に関する研究／ナノ反応場を活用した酵素活用生分解水環境改善シス

テム技術の開発が必要。 

・土壌や地質中に含まれる自然由来の有害元素濃度を評価するため「5万分の1土壌・

地質汚染評価基本図」の作成が必要である。 

・富栄養化の進行が問題となっているが、効率的な対策には実態の把握と機構解明が

必要である。 

・湖沼における水収支のモデル化が未だ不十分である。地下水等の寄与も適切に反映

した水収支モデルの構築が求められている。 

・森林の荒廃や管理低下、流域の開発等による土砂流出とダム湖への土砂堆積に伴う

有効貯水量の減少の問題が生じている。 

・栄養塩類（窒素，リン等）や溶存有機物の削減手法、生物群集の動態変化解析による水

環境改善手法を開発し、汚染物質を生物あるいは生体触媒（酵素）のナノ反応場により効

果的に削減する。 

・土壌中の砒素や鉛、カドミウムなどの有害元素の存在形態を解明し、土壌から地下水や

河川水への移動量の予測値を明らかにする。 

・富栄養化成分の実態を明らかにし、発生防止技術を開発する。 

・水収支を反映した効果的な湖沼環境保全対策を講じるために，研究者や行政担当者が利

用しやすい汎用的水収支モデルの開発が必要である。 

大気 ・ 大気由来の栄養塩や有機物の寄与がよく分かっていない。 

・地球温暖化物質対策として生物起源のメタン発生メカニズムを解明する必要があ

る。 

・ 長期的モニタリングによる汚濁物質の大気経由寄与を算定する必要がある。 

・メタン生成微生物を量的かつ質的に把握するために分子遺伝学的手法を用いてメタン生

成微生物の種類や活性の季節変動をあきらかにする。 

物質循環 ・有害藻類による湖沼汚染が問題となっている。栄養塩類、生物群集の動態解析と修

復効果の評価に関する研究／ナノ反応場を活用した酵素活用生分解水環境改善シス

テム技術の開発が必要。 

・富栄養化の進行が問題となっているが、効率的な対策には実態の把握と機構解明が

必要である。 

・流域からの汚濁流入の増加、自然湖岸の減少等自然の浄化機能の低下により、湖沼

の汚濁が進むとともに、有毒藻類およびかび臭原因藻類の発生、湖沼の有機物の増加

に伴う藻類起因の消毒副生成物前駆物質の増加が生じており、飲料水を通じて人の健

康に悪影響を及ぼす恐れがある。このため、流域対策、湖内対策、湖沼の自然浄化機

能等により、湖沼水質の保全・改善が必要である。 

・湖沼におけるメタン発生が温暖化に寄与している恐れがあり、メタン発生を抑制す

る必要がある。 

・アオコがなぜ優占するメカニズムや底泥からの栄養塩や溶存有機物の溶出メカニズ

ムが未だ不明である。 

・湖沼の有機物指標である過マンガン酸カリウムCODに科学的根拠がない。 

・地球温暖化物質対策として生物起源のメタン発生メカニズムを解明する必要があ

る。 

・網いけす養殖における餌施および糞尿による水源汚染が生じている。 

・栄養塩類（窒素，リン等）や溶存有機物の削減手法、生物群集の動態変化解析による水

環境改善手法を開発し、汚染物質を生物あるいは生体触媒（酵素）のナノ反応場により効

果的に削減する。 

・富栄養化成分の実態を明らかにし、発生防止技術を開発する。 

・水域の囲い込みによる重点的な水質・底質改善と汚濁水域の封じ込め 

・湖岸、湖岸植生の再生、・生態系の強化、バイオレメディエーションによる水質浄化機能

の強化 

・湖沼の水質改善に対する流域住民のインセンティブ形成 

・湖沼水質改善を支援する経済的制度（エコマネー等）の構築 

・アオコ発生や底泥溶出ポテンシャルを再現良く定量できる手法を開発する。 

・有機物指標としてCODに代わり全有機炭素(TOC)を導入する。 

・湖沼水質改善を支援する経済的制度（エコマネー等）の構築 

・メタン生成微生物を量的かつ質的に把握するために分子遺伝学的手法を用いてメタン生

成微生物の種類や活性の季節変動をあきらかにする。 

・浄化用水の導入が下流水域における利水に及ぼす影響の軽減と緩和手法の検討を行う。 

・網いけす養殖に起因する水質汚濁機構を解明した上で、汚濁負荷の流出抑制を図る。 

エネルギー   

湖沼・

ダム湖 

生態系 ・自然湖岸の改変、湖岸植生の減少等による生物の生息・生育場の縮小・分断化が生

じており、生態系の多様性が低下している。このため、多様な生息環境を保全・再生

し、生態系の多様性を回復する必要がある。 

・水質の悪化に伴い、生態系の種構成に変化が生じてきている。水質の改善のために

は、種構成の変化を併せて改変させる必要がある。  

・湖岸の再自然化、湖岸植生帯の保全・再生 

・清浄な水域の隔離と希少種等の移植・保存 

 

水循環 湿地の集水域に共存する農業地域や都市域との水の競合から湿地の地下水位が低下

して乾燥化や陸上植物の進入などが生じているため、湿地の現状維持に必要な水の確

保が必要である。 

 湿地 

大気 大気汚染物質特に硝酸やアンモニアなど大都市域の大気から貧栄養の泥炭湿地に供

給される富栄養物質は湿地の遷移を進めることが懸念される。富栄養化した低湿地か

ら放出されるメタンガスや亜酸化窒素などの地球温暖化ガスの放出量の把握が必要

である。 

 



物質循環 ・河川等に接続する湿地の減少により、自然の水質浄化機能が減少している。このた

め、閉鎖性水域の水質改善の観点から、湿地を保全・再生が必要である。 

・自然を再生するために過去に存在した湿地についての情報整備が必要である。湿地

と周りの生態系との相互作用についての科学的知見が不足しており、流域に必要な湿

地の量が把握されていない。 

・干潟、湿地、ヨシ原の保全・再生 

・休耕田、遊水池等の湿地としての活用 

エネルギー   

 

生態系 発生した波浪による沿岸浸食のために植生が衰退している。エネルギーの有効利用が

求められている。 

・湿地・干潟の埋め立てのより生態系が著しく失われた。このため、生息・生育場と

しての湿地の保全・再生が必要である。 

・湿地に生育・生息する生物の生態特性の解明が不十分のため自然再生の十分な進展

が見られない。 

・沿岸の植生帯の波浪からの防御 

 

・干潟、湿地、ヨシ原の保全・再生 

・休耕田、遊水池等の湿地としての活用 

水循環 ・流域の不浸透化、治水、利水施設の整備に伴う流況調整、水利用の増加により、平

常時、渇水時の水量の減少、流量変動の減少が生じている。一方、都市部では豪雨に

よる氾濫被害が多発している。このため、流域の浸透化、貯留機能の向上、ダム等の

運用ルールの改善等を行う必要がある。 

・都市用水においては水利権に係る不安定利水が存在しており、渇水時には給水制限

や時には断水など大きな影響を受けている。このため、渇水時における水運用ルール

の改善を図る必要がある。 

・ダム等施設の運用ルール改変による流量変動の再生、環境洪水 

・都市部における浸透性舗装や宅内雨水浸透桝の普及等、浸透面拡大による地下水涵養量

の増加、河川と下水道施設の一体化等流域の視点に立った治水対策 

・水利権の調整や融通体制の整備による渇水調整 

・節水型社会システムの形成 

・都市部における雨水一時貯留施設の整備 

・都市用水の水利権に係る不安定利水を見直すと共に、水利権の柔軟な運用方法の確立を

図る。 

大気   

物質循環 ・平水時水質の悪化：地下水涵養量の低下に伴い、平水時河川流量の形成に生活雑排

水や下水処理水の占める割合が相対的に増大し、結果的に河川水中の窒素、リン濃度

は増加する。また水道原水の質的な低下が生じる。 

・雨天時汚濁負荷流出量の増大：土地利用変化（森林域の減少や都市部の拡大等）に

よる雨天時における雨水の直接流出量の増加は、面源由来の汚濁負荷量の増加を招

く。これらは、河川を経由し湖沼や内湾等の水域へ流入する。 

・河岸のコンクリート化、直線化等により、河川の自然浄化機能が損なわれている。 

・上流域でのダム開発により水道原水水質の悪化と浄水処理への悪影響が生じている

（具体的には、富栄養化による藻類の増大と凝集阻害、ろ過障害、汚泥脱水機能の低

下など）。 

・都市部における浸透性舗装や宅内雨水浸透桝の普及等、浸透面拡大による地下水涵養量

の増加 

・下水処理における高度処理の普及や新たな高度処理システムの導入等による家庭排水や

事業所排水からの汚濁物質の除去・回収 

・水道原水からの汚濁物質の効果的な除去を図るための浄水技術の高度化を進める。 

・面源における発生源対策の実施 

・河川における直接浄化システムの導入 

・河岸の再自然化、蛇行復元 

エネルギー ・河川水温の上昇：平水時の流量低下は河川としての貯熱機能の低下をもたらし、夏

期の流域の熱エネルギー循環過程において、河川水温の上昇を引き起こしている。こ

のため、河川の平常時流量を増加させる必要がある。 

・都市部における浸透性舗装や宅内雨水浸透桝の普及等、浸透面拡大による地下水涵養量

の増加 

河川 

生態系 ・河岸のコンクリート化、直線化、横断工作物による分断により動植物の生息環境の

消失、分断化が生じた。このため、河川における生物の生息・生育環境の回復を図る

必要がある。 

・ダム等の建設・運用に伴う平常時水量の減少や流況の平滑化に及びそれに伴う土砂

移動、河道地形の変化より、河道内の生態系に変化（樹林化、外来植物の繁殖）が生

じている。このため、河川流況のダイナミズムを回復する必要がある。 

流域の不浸透化に伴う湧水等の減少により、産卵場等が減少。このため、流域の浸透

性を回復する必要がある。 

・河川の再自然化（河岸、蛇行、瀬・淵構造等） 

・魚類の生息・生育場の確保としての横断工作物対策 

・森林の保全と適正管理、都市部における浸透性舗装や宅内雨水浸透桝の普及等、浸透面

拡大による地下水涵養量の増加を図る。 

 

水循環 ・森林の荒廃・管理低下、緑地の減少、宅地化の進行・道路の舗装、河川流量の減少

などによる雨水浸透の減少に伴う表層水の過剰流出、地下水位低下、水質悪化等が生

じており、流域の浸透性の回復が必要。 

・地下構造物等による地下水流動阻害が生じており、地下水流道を踏まえた土地利用

の規制が必要。 

・地下水の過剰揚水による地下水位低下・地盤沈下・地下配管の切断・塩水化など(現

在ではむしろ地下水利用規制による地下水位上昇及び地下構造物の浮上及び浸水の

危険性)が生じており、地下水利用の適切なコントロールが必要である。 

・河岸・海岸の埋め立て及びコンクリート化による地下水浸出の減少・干潟への影響

が生じており、河岸・護岸の浸透性の回復が必要である。 

・地下水等の有効利用に必要な知的基盤情報の整備が遅れている。水文環境図の編

集・公表（水文環境図作成の研究）が必要である。 

・自然浄化作用を上回る有害物質の排出が問題となっている。評価手法の確立および

浄化作用の応用に向けた研究開発が必要である。 

・ 地表面の浸透性の回復、 

・ 地下水の涵養 

 

 

・地下水の適正利用手法の開発 

 

 

・国内の平野や盆地を対象に、水文調査ならびに水質調査を行い、水文環境図を整備する。 

・微生物や粘土鉱物などの自然浄化作用を利用した土壌・地下水汚染の浄化とリスク低減

の管理手法を確立する。 

大気 大深度地下水におけるCO2の発生 ・ 大深度地下水におけるCO2の固定 

物質循環 ・酸性雨による森林土壌の酸性化が問題である。反応機構を解明し、これに基づく対

策が必要である。 

・土壌や地質中の自然由来の有害元素濃度を評価・管理する必要がある。 

・市街地土壌汚染（油分, VOCs）の評価法がなく管理体制の整備が困難である。 

 

・廃棄物の不法投棄、処分場・工場・事業場の廃水漏れ、による有害物質の地下浸透

及びそれに伴う周辺域の飲料水への不安(特に、降雨時)が生じており、不法投棄等の

規制強化、土壌汚染対策等が必要である。 

・農地等において栄養塩類が地下水に侵出しており、地下水汚染が生じている。この

ため、施肥の適正管理(特に、ノンポイント汚濁源の地下浸透の抑制及び水利システ

ムの改善)が必要。 

・農用地等における過剰な施肥などに起因しての硝酸性窒素による汚染や、産業活動

を通じた１，４－ジオキサン等有害性かつ難分解性有機化学物質による水道用井戸の

汚染の問題が生じている。 

・温泉水、鉱泉水、湧水、廃鉱山等における重金属等（水銀、ヒ素、カドミニウム）

による水道原水や井戸水の汚染が生じている。 

・土壌から溶脱するイオン、非イオン性物質の計測法を開発し、土壌酸性化防止対策技術

の基盤とする。 

・土壌中の砒素や鉛、カドミウムなどの有害元素の存在形態を解明し、土壌から地下水や

河川水への移動量の予測値を明らかにする。 

・油分など、新たな規制物質に対する土壌汚染問題の合理的な評価・管理手法を確立する。 

・有害化学物質の管理手法を確立する。 

・自然由来の重金属汚染の防止方法および浄化方法を開発する。 

エネルギー ・大気中のCO2の増加による地球温暖化現象が問題となっており、CO2の吸収・固定が

必要である。 

・CO2の大深度地下水帯への固定化 

土壌・

地下 

生態系 ・湿地や湧水の減少とそれに伴う水生動植物の減少。 ・近自然・多自然型河川の創出による地下水浸透及び浸出の促進。 

水循環   沿 岸

域 ･ 湾 大気   



物質循環 ・埋め立てや開発に伴う干潟・自然海岸の消失、人工化に伴う沿岸域の自然浄化機能

の低下、流域からの大量の汚濁物質の流入、汚濁物の底質中の蓄積とそこからの溶出

等により、沿岸域の水質が悪化し、赤潮、貧酸素性水塊等が発生している。このため、

流入負荷対策、底質対策、沿岸域の再自然化による浄化機能の回復が必要である。 

・沿岸地形の改変や河川流下流量の減少により、淀み域が拡大し底質が悪化した。 

・富栄養化が進行し、赤潮や青潮・低層貧酸素水塊が発生している。 

・物質循環を明らかにするためには水圏中の懸濁態粒子の挙動の解明が必要である。 

・河川からの土砂供給の減少と沿岸での土砂運搬の滞りが、干潟や海浜の侵食からの

回復能力を低下させた。 

・海から陸への栄養循環のフィードバックの減少 

・干潟の再生、沿岸域・水際の再自然化 

・流域対策による汚濁流入の抑制 

・底泥対策（浚渫、覆砂等） 

・潮通の改善 

・生態系の再生も含めた物質循環の健全化 

・粒径分布の時間的・空間的特性を明らかにし、懸濁態粒子の挙動モデルを開発する。 

・土砂循環の改善。 

・漁業、親水活動の振興 

エネルギー 発生した波浪による沿岸浸食のために植生が衰退している。エネルギーの有効利用が

求められている。 

・波力発電の開発 

域 

生態系 ・船底塗料等による海洋汚染が深刻な問題となっている。代替物質の開発が必要であ

る。 

・水際線部の人工化、埋め立てなどにより、沿岸に特徴的な干潟など干出域・浅海域

が減少した。海浜植生が減り、河口部が人工護岸化するなど、海陸の生態的つながり

が阻害され汽水性生物の生息域が限定された。河川を含めた沿岸域・海域の再自然化

が必要である。 

・海域の水質・底質環境の悪化及びそれらに伴う貧酸素性水塊、赤潮の発生により、

底生生物他の生物の多様性が低下している。このため、水質、底質の改善が必要であ

る。 

・生態系のダメージからの回復の遅れや被害の増大など、イベント的な悪影響に対す

る脆弱性の強まり。生息地の地形縮小や生息環境の単純化。 

・河川流量の減少による汽水生態系の縮小 

・栽培漁業種の遺伝的多様性の低下や、外来種の増大（在来種の減少）等も生物多様

性の確保の観点では問題。 

・環境ホルモン物質等の生物濃縮、生物蓄積が懸念されており、化学物質の管理強化

が必要である。 

・食物連鎖による濃縮とは別に、デトリタスや堆積物など、粘度鉱物などに濃縮した

化学物質を餌と一緒に食することで濃縮する機構が存在する。この機構を明らかにす

る必要がある。 

・漁業有用種の多様性の減少や遺伝的多様性の減少が見られ、水産資源の持続的利用

を確保して、水産物の安定的供給を図り、水産業の健全な発展を図る必要がある（水

産基本法、水産基本計画における現状認識と政策展開の基本的方針） 

・有機スズ系塗料の代替材料として、新規海水用生物付着防止材料を開発する。 

・干潟・藻場など沿岸生態系の回復。河口や海浜の再自然化。潮上帯～潮間帯～浅海域の

生態系の一体的回復・拡大。 

・水質・底質の改善。生態系劣化をもたらす原因対策。 

・土砂循環の改善による地形修復力の改善。海のエコロジカルネットワークの確保による

生態系修復過程への配慮。生息規模の拡大や環境の多様化による、脆弱性の改善。 

・海域環境の保全あるいは再生を目的とする藻場干潟造成。 

・ﾐﾃｨｹﾞｰｼｮﾝ、船舶バラスト水等の管理強化 

・化学物質管理、下水処理場における環境ホルモン物質の除去 

・堆積物による濃縮機構を解明し、有効な対策を行う際の基盤開発を行う。 

・水産物の安全性の確保、品質の改善 

・水産資源の適切な保存管理 

・水産動植物の増養殖の推進 

・水産動植物の生育場環境の保全改善 

・有害物質等による漁業への影響を防止する、環境ホルモン、ダイオキシン類等の魚介類

への蓄積状況の実態把握、内分泌攪乱物質の分布状況の把握、漁火器類の再生産への影響

把握等を行う。汚染底質の除去、管理。 

水循環 ・水資源の有効活用のため、水の再利用を目的とする浄化システムの開発が必要であ

る。 

・沿岸域等の富栄養化が問題であり化学物質と窒素の同時除去技術の開発が必要であ

る。 

・大陸の大規模流域全体の水循環系において地下水の果たす役割を評価する必要があ

る。 

・排水基準をクリアーした水を環境基準まで浄化して再利用可能な水とする浄化システム

の開発し、既存の技術を融合させた処理システムの構築を目指す。 

・窒素の排出に関する規制の強化へ対応するため廃水処理プロセスの効率化を行う。 

・地下水に関する情報収集と現地水文調査を実施し、地下水循環モデルを提示、また地下

水資源の将来予測を行う。 

・水利用、取排水、汚染源などに関する情報の可視化（GISの活用） 

・利害関係者間の情報の共有およびリスクコミュニケーションの促進 

・有害物質管理および水域の汚染対策におけるPRTR情報の活用 

・流域における水循環、物質循環の統合管理（流域管理連絡協議会（仮称）等の設置） 

大気   

物質循環 ・従来の評価技法では評価できない新規な微生物機能が明らかになりつつあり、これ

らを考慮した窒素循環の評価法の確立が必要である。 

・窒素循環に係わる様々な微生物機能の環境容量に於ける貢献度を定量化し、浄化技術に

役立つ微生物機能を探索する。 

エネルギー   

流域全

体 

生態系   

 



流域圏・都市における現状の課題と解決のための方策（視点別） 

 現状における課題と将来における懸念 方  策 

水循環 １． 浸透・貯留・保水機能 

・森林の荒廃・管理の低下 

・耕作放棄による棚田の荒廃および多面的機能の衰退 

・都市化・地被の不浸透化、 

・湿地の減少・乾燥化、 

・都市型洪水等 

２．水利用 

・ 不安定水利権に基づく都市用水 

・ 下水処理水の影響を受けた水道利水と水質事故リスクの増大 

・ 農地における多面的な水利用が不十分 

・ 過剰な地下水利用と地盤沈下 

３．流況・流動 

・ 河川水の減少・ダイナミズムの低下と河川水温の高温化 

・ 都市型洪水 

・ 地下水低下、湧水の減少、地下構造物による地下水障害 

（浸透・保水・貯留等機能の保全・再生） 

・適切な森林管理手法の開発と実施、水源地域の開発・利用規制 

・ 中山間の森林と棚田の管理を推進するための国民参加の仕組み整備 

・ 農業用水の循環利用、効率化、水田の多面的機能向上を図るシステム構築 

・ 都市のコンパクト化による緑地、オープンスペース等の確保 

・ 保水性・浸透性舗装、雨水貯留施設等整備 

（水使用の効率化） 

・ 取排水系統の見直し 

・ 水利用の効率化・弾力化 

・ 農業用水の多面的機能の発揮 

・ 水のリサイクルシステムの構築 

・ 病原性微生物、有害化学物質等のリスクマネジメント 

（流況の回復） 

・河川流量とダイナミズムの再生 

 

大気 １．大気汚染 

・ ディーゼル車排出ガスを主因とした局地汚染 

２．温室効果ガスの吸収機能 

・森林のCO2吸収機能の低下 

３．温室効果ガスの発生 

・ 窒素施肥による亜酸化窒素の発生 

・ 産業・交通・廃棄物焼却からのCO2、SOx、NOx、オキシダント、浮遊粒子状物質、酸性雨の

発生 

・ 湖沼におけるメタンガス発生、 

・ 生物活動起源によるハロゲン化メチルの発生 

（大気汚染） 

・ 交通が集中して発生する大気汚染諸対策のため、数値モデルを導入した評価手法を開発。 

（温暖化ガスの発生抑制） 

・ 窒素施肥の削減 

・ 都市のコンパクト化等による排ガスの抑制 

・ クリーンエネルギー開発、省エネ、エネルギー有効利用等 

・ 廃棄物の適正処理 

・ 生物活動起原のハロゲン化メチル、特にヨウ化メチルの発生メカニズム解明 

（温暖化ガスの固定化） 

・ 森林、大深度地下・地下水帯等におけるCO2の固定 

物質循環 １．国土の水質浄化機能 

・ 森林の荒廃・管理の低下 

・ 一部の農地における不適切な施肥 

・ 湿地の減少 

・ 河岸・湖岸・沿岸部埋立の人工化 

２．汚濁負荷の発生 

・ 都市排水 

・ 雨天時負荷 

・ 不法投棄物、埋め立て処分場浸出水 

・ 下水処理汚泥 

・ 農地施肥・農薬散布 

・ 家畜の糞尿 

・ 養殖の餌・糞尿 

・ 湖沼・ダム湖の富栄養化による汚濁発生 

・ 船底塗装 

３．水質問題 

・ 湖沼・ダム湖における有毒藻類、カビ臭の発生 

・ 沿岸域における赤潮、貧酸素性水塊 

・ 淀み域の形成による水質、底質の悪化 

・ 藻類起因の消毒副生成物前駆物質の発生 

・ 難分解性有害物質 

・ 環境ホルモン 

・ 船底塗料 

・ 水道水源・農業水源水質の悪化、 

・ 微量化学物質・病原性微生物のリスク 

４．土壌 

・ 酸性雨による森林土壌の酸性化 

・ 油分、VOCs等による市街地土壌汚染   

・ 自然由来のヒ素や鉛、カドミウム等による土壌汚染と水域への移動 

５．土砂・底質 

・土砂流入による有効貯水池容量の減少 

・土砂流出の減少・沿岸漂砂の減少による沿岸の侵食回復力の低下 

（汚濁発生の抑制） 

・ 施肥の削減を目的とした環境保全型農業と支援制度 

・ 家畜糞尿の規制強化、農地、バイオマス資源等循環型利用 

・ 養殖負荷の抑制 

・ 浄化用水の導入が下流水域における利水に及ぼす影響の軽減と緩和手法の検討を行う。 

・ 生活水利用の削減と生活汚濁負荷の削減等ライフスタイル転換 

（陸域における水質対策、水質浄化機能の強化） 

・ 水質浄化機能を維持・強化する森林管理の実施 

・ 農地及び付帯地の水質浄化機能を生かした土地利用連鎖系構築、水利システムの構築 

・ 下水道等処理施設の整備 

・ 合流式下水道の改善による雨天時流入負荷対策 

・ 新たな有機汚濁管理体系の導入、新たな処理技術・再資源化等新システムの確立 

・ 干潟・ヨシ原・湿地等の保全・再生 

（水域における水質浄化対策、水質浄化機能の強化） 

・ 水域対策（直接浄化、底泥対策、囲い込み、バイオレメディエーション・植生浄化等水質

浄化機能の強化） 

・ 水質改善を支援する制度づくり（エコマネー等） 

・ 潮通しの改善 

・ 海から陸へのフィードバック（漁業、親水活動の振興） 

（水利用管理） 

・ 取排水系統の見直し 

・ 病原性微生物、有害化学物質、自然由来重金属等のリスクマネジメント 

・ 農薬使用状況の把握による水道水質管理 

（土壌汚染対策） 

・土壌酸性化防止対策技術の開発 

・ 油分、VOCS等新たな規制物質に対する合理的な評価・管理手法の確立。 

・ 土壌から水域への移動形態の解明 

（土砂対策） 

・土砂循環の改善 

エネルギー １．非効率なエネルギー利用 

・ 農産廃棄物・畜産廃棄物処理におけるエネルギー消費 

・ 都市生活・交通によるエネルギー消費 

・ 波浪エネルギーの有効利用 

２．新エネルギー 

・コジェネレーション、バイオガス 

３．熱エネルギーの蓄積 

・ 都市における熱の集積とヒートアイランド 

４．エネルギーの循環利用 

・森林バイオマスの有効利用が不十分 

（省エネ） 

・ 都市コンパクトによる交通・移動エネルギー抑制 

・ 省エネ、ライフスタイルの転換 

（新エネルギー） 

・ 有機廃棄物のバイオガスへの利用 

・ 新エネルギー、地域エネルギーシステム開発、未利用エネルギー活用（コジェネレーショ

ン、下水排熱） 

（熱拡散） 

・ 都市熱の拡散促進（緑地・オープンスペース、保水性舗装、吹抜け構造等） 

（循環利用） 

・森林バイオマスの地域循環の推進 

生態系 １．多様な生息場の減少 

・ 森林の荒廃・管理の低下 

・ 耕作放棄による棚田の荒廃、農業水利システムの近代化 

・ 都市化による自然地と農地の減少 

・ 天然河岸・湖岸消失、沿岸部人工化・干潟等減少 

・ 河川のダイナミズム低下 

・ 水質悪化 

・ 湧水減少、流入水量減少等 

２． 生息場の連続性の減少 

・ 河川・用排水路・水田の水域の連続性低下 

・ 森林・農地・都市の緑地・水辺等の連続性低下 

３． 移入種 

・ 河川、湖沼、湿地における移入種の侵入 

４． 有害物質 

・ 環境ホルモン、化学物質 

（生息場の確保） 

・ 生態系の多様性を保全・回復する森林および里地里山の管理・再生 

・ 公園等における拠点的緑地、ビオトープの整備 

・ 湖岸、河岸、沿岸、藻場・干潟等の再自然化 

・ 流況（ダイナミズム）・水質・底質の改善 

・ 土砂循環改善による沿岸地形修復力の改善 

（ネットワークの保全・再生） 

・ 生物生息場を考慮した農地・付帯地の適正配置、水利システムの構築 

・ 飛び石となる小規模公園、街路樹等の計画的配置によるネットワーク形成 

・ 河川等における横断工作物対策、海の生態系ネットワーク再生 

（移入種、有害物質等管理） 

・ リスク管理体制の確立 

・ 環境ホルモン物質等対策 

・ 船舶バラスト水等の管理強化 

・ 有機スズ系塗料の代替材料の開発 

（資源管理） 

・ 水産資源の増殖・生息場保全・安全性確保等 

人間活動 ・ 過疎化による農山村におけるコミュニティー崩壊の危惧 

・ 都市機能の拡散による利便性の低下、維持管理負担の増大、生活の中の自然の喪失 

・ 里山等生活域に近い森林の機能低下、地方都市等の自然との関わりの希薄化と、人々のス

トレスの増加 

・ 都市・農村景観の悪化 

・ グリーンツーリズム等都市と農村の交流 

・ 都市のコンパクト化 

・ 直接支払い制度や環境税等の経済的支援制度、環境教育や都市山村交流・森林セラピーや

里山整備など国民が参加する仕組み、森林産業を再生・新たに起こす制度や仕組み 

・ 景観法が制定され、これによる景観再生の推進 
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DVDの収録内容 
 

DVD には本報告書を電子文書化した資料の他、水物質循環モデルや生態系モデルに
関する詳細な説明資料や東京湾や霞ヶ浦およびその流域における施策評価を行うこと

ができる水物質循環モデルや水域生態系モデルのインターフェイスも収められていま

す。 
収録データの利用にあたっては、DVDの内容を表示するウィンドウに表示される「利
用方法について」をご参考下さい。 
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